
土地白書のポイント（案）

土地白書は土地基本法第10条に基づき毎年国会に提出 以下の三部で構成

資料１－１

土地白書は土地基本法第10条に基づき毎年国会に提出。以下の三部で構成。

第１部
土地に関する動向

○ 各種統計データを用いて地価や土地取引の動向を紹介し、直近一年間の不動産市場の動向を総括【第１章】。

○ 土地を巡る状況を踏まえ、毎年テーマを設定し、分析。

成 年 書 析

p.2

テーマ１ ： 不動産の価値向上と市場の整備【第２章】

① 不動産の価値向上の必要性
② 不動産投資市場の活性化

平成２４年版土地白書分析テーマ

p.3～8
② 不動産投資市場の活性化
③ 中古住宅流通市場の活性化

テーマ２ ： 東日本大震災後の不動産を巡る状況【第３章】

① 東日本大震災による被害
② 被災地の不動産市場の動向

p.9,10

土地に関して、政府が
第２部

② 被災地の不動産市場の動向
③ 震災を契機とする不動産に関する意識の変化

平成２３年度に講じた基本的施策

平成２４年度に講じようとする基本的施策

・ 土地に関する情報の整備

第２部
土地に関して講じた施策

p.11
・ 土地に関する情報の整備

・ 土地の有効利用等の推進 等

について紹介。 １

第３部
土地に関して講じようとする施策



第１章 平成23年度の地価・土地取引等の動向

地価 落率 縮 傾向 企業 地 状 断 す 横ば 状態➣ 地価の下落率は縮小傾向、企業の土地取引状況の判断に関するＤＩは横ばい状態。
➣ 新設住宅着工戸数は前年比でプラスとなったものの、引き続き低水準で推移。
➣ オフィスビル空室率は多くの地域で改善の傾向。

企業の現在の土地取引状況の判断に関するDI地価変動率の推移
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資料：国土交通省「地価公示」

注： 前年よりも下落率が縮小・上昇率拡大 前年よりも下落率が拡大・上昇率縮小

オフ スビル空室率の推移圏域別新設住宅着工戸数の推移
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注１：ＤＩ=「活発」-「不活発」

注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の全有効回答数に対するそれ

ぞれの割合。ここでは全有効回答数を母数として集計した。
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注：地域区分は以下のとおり。

首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

中部圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

その他の地域：上記以外の地域



第２章 １．不動産の価値向上の必要性①

我が国 不動産スト ク 状況や 老朽化した不動産に対する投資家等 意識を紹介した上で 不動産

法人所有の建物の建築の時期別ストック量

➣ 我が国の不動産ストックの状況や、老朽化した不動産に対する投資家等の意識を紹介した上で、不動産の
価値向上を図る上で考慮すべき不動産に対するニーズについて説明する。
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資料：国土交通省「不動産流通市場の活性化に向けた実態把握及び課題整理に関する調査」（平成23年度）
（年）

住宅の建築の時期別ストック量

資料：国土交通省「法人建物調査」（平成20年）

ほとんどの用途において、昭和55年以前に建築された建物が３割以上を
占めており、特に「利用していない建物」では半数以上を占める。
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➣ 我が国には建築時期が古い不動産が多数存
在しており、これらを改修・建替等すること
により不動産の価値の向上を進めていくこと
が必要。

住宅の建築の時期別ストック量
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資料：総務省「住宅・土地統計調査」（平成20年）
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が必要。

３

住宅についても、昭和55年以前に建
築されたものが約３割を占める。



第２章 １．不動産の価値向上の必要性②

企業が事業継続を考慮した時の不動産の選定基準 環境不動産に入居している理由企業が事業継続を考慮した時の不動産の選定基準

光熱費等のコスト削減効果 会社のイメージアップ

会社のCSRを考慮 従業員の労働環境の改善
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資料：国土交通省「土地所有・利用状況に関する企業行動調査」（平成23年度）

建築物の耐震性能は、
事業継続を考慮する
上で最も重要な要素。
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不動産の投融資判断における環境・持続性に関する諸要素の重視度
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資料：国土交通省「土地所有・利用状況に関する企業行動調査」
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後」は「これまで」に比べ増加。省エネルギー性能に関しては、約３倍と
なっている。

４

➣ 近年、安全・安心や環境の観点から不動産の価値
の向上を図ることが求められている。
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第２章 ２．不動産投資市場の活性化①

不動産 価値向上という観点から 不動産投資市場 役割を整理し 不動産投資市場 活性化に向けた課➣ 不動産の価値向上という観点から、不動産投資市場の役割を整理し、不動産投資市場の活性化に向けた課
題と取組を紹介する。
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資料：日本政策投資銀行「DBJ Green Building認証制度実績一覧」

注：平成24年４月末現在。
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資料：PRUDENTIAL REAL ESTATE INVESTORS“A Bird's eye View of Global Estate Markets: 2011 update”
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注：平成22年現在。
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資料：一般社団法人不動産証券化協会「不動産証券化ハンドブック 2011-2012」

注：平成23年３月31日現在。
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不動産投資市場の活性化が必要。
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資料：国土交通省「不動産証券化の実態調査」

注：平成13年については、不明分があるため、各スキームの合計と全体額が一致しない。

（年度）



第２章 ２．不動産投資市場の活性化②

用途別不動産証券化実績（取得額）の割合 アメリカのリートの株式時価総額の用途別割合用途別不動産証券化実績（取得額）の割合 アメリカのリートの株式時価総額の用途別割合
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以前過半を占めていたオフィスの割合は近年30％台で推移している。

不動産投融資を拡大する 現在の不動産投融資を維持・継続する
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資料：国土交通省「国内不動産投資家アンケート調査」（平成23年度）
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資料：国土交通省「国内不動産投資家アンケート調査」（平成23年度） （％）

地方圏では、「縮小する」が「拡大する」を上回っている。
「地盤の情報」「自然災害リスク」「省エネルギー性能」について、
「不充分である」との回答が多い。

➣ 不動産投資市場の活性化のためには、不動産の再生に民間資金を振り向ける仕組みを用意すること、投資
市場への資金の流入を促進すること、不動産市場の透明性を向上させることが必要。

６

不充分である」との回答が多い。



第２章 ３．中古住宅流通市場の活性化①

住宅 価値向上 ためには中古住宅流通市場 活性化が必要であることを説明するとともに 中古住宅流

全住宅流通量に占める中古住宅流通戸数の割合の推移 中古住宅流通戸数と住宅ストックの比率の国際比較

➣ 住宅の価値向上のためには中古住宅流通市場の活性化が必要であることを説明するとともに、中古住宅流
通市場の現状や、市場の活性化に向けた課題と取組について説明する。

11 5 11.9 12.1 
13.0 

12.3 
13.1 13.5 

12.1 
11 5

12.4 
13.5 

14 

16 

18 

140

160

180

中古住宅流通戸数 新設住宅着工戸数 中古／全体（中古+新設）（右軸）
（万戸） （％）

6.7 

5 

6 

7 

8 
（％）

イギリスでは１年間に住
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資料：総務省「住宅統計調査」（平成５年）、「住宅・土地統計調査」（平成10年、平成15年、平成20年）、国土交通省「建築着工統計調査」

注：中古住宅流通戸数の平成５年、10年、15年、20年の値は、それぞれ１月から９月までの値をもとに推計したもの。

（年）
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日本

（平成20年）

イギリス

（平成19年）

アメリカ

(平成21年）

資料：日本…総務省「住宅・土地統計調査」

イギリス…The Department for Communities and Local Government 

米国…U.S. Department of Housing and Urban Development

NATIONAL ASSOCIATION OF REALTORS

中古住宅購入の前後に、61.8％の物件でリフォームが行われている（売主、買主双
方がリフォームを行った重複を除く）。そのなかでも、買主によるリフォームが多い。

中古住宅購入前後のリフォーム実施状況
NATIONAL ASSOCIATION OF REALTORS

10.5
13.7

4.9売主が不動産会社で、

「リフォーム済み住宅」であった

戸建て マンション 全体

➣ 中古住宅流通戸数が全住宅流通量に占める割合
は上昇しているが、中古住宅流通市場の規模は欧
米と比較すると未だ小さい。

➣ 中古住宅流通市場の活性化の程度とリフォーム

47.9

5.9

32.8

48.5

5.9

34.5

48.4

6.3

しなかった

買主が自らリフォームした

売主が個人で、

「リフォーム済み住宅」であった

７

中古住宅流通市場 活性化 程度 リ ォ ム
投資等の間には密接な関係があるため、今後、資
産価値の向上のためには中古住宅流通市場の整備
を進めていくことが必要。

4.8

33.4

1.2
9.0 

0 10 20 30 40 50

無回答

(%)
資料：一般社団法人不動産流通経営協会「不動産流通業に関する消費者動向調査」（平成23年度）

注：全体には住宅の建て方不明を含む。



第２章 ３．中古住宅流通市場の活性化②

不動産会社からのリフ ムの案内や提案の有無と住宅購入戸建て住宅のうち注文住宅が占める割合の日米比較
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（％）

不動産会社からのリフォームの案内や提案の有無と住宅購入
（対中古住宅購入検討者）

戸建て住宅のうち注文住宅が占める割合の日米比較
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資料：国土交通省「建築着工統計調査」 U S CensusBureau 「New Residential Construction」

中古住宅購入を検討した者のうち、リフォームの案内・提案を受けた
者の方が 案内・提案を受けていない者よりも中古住宅を購入して

0  20  40  60  80  100 

資料：リクルート住宅総研「住宅購入者調査」（平成19年） （％）

0 10 20 30 40 50 60（％）

資料：国土交通省「建築着工統計調査」、U.S. Census Bureau 「New Residential Construction」 者の方が、案内・提案を受けていない者よりも中古住宅を購入して
いる割合が大きい。

中古住宅に抵抗がある理由

55.2

32.9

20.5

18.4

新築住宅の方が、気持ちが良いから

中古住宅は間取りや仕様を自由に選べないから

中古住宅の方が、耐震性や断熱性等の品質が低いから

中古住宅のリフォーム費用やメンテナンス費用

が分からないから

➣ 中古住宅流通市場の整備に向けた課題として、
売り手と買い手の間の情報格差等がある。

➣ 市場への情報提供のため、不動産の取引価格に
15.3

14.6

11.7

9.8

抵抗はない

中古住宅の方が、品質に関する情報が少ないから

中古住宅の方が、

保証やアフターサービスが充実していないから

中古住宅の方が、価格の妥当性の判断が難しいから

関する情報の提供や土地の履歴に関する情報の提
供等の取組を行っている。

➣ 市場の活性化に向けては、仲介業者が適切な情
報提供やリフォームの提案等を行うことにより、買い手は情報不足

に対して 不安を感4.1

1.4

1.6

中古住宅の方が、住宅ローンや税制面で不利だから

その他

わからない

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（平成24年）

潜在的なニーズを顕在化させることが重要。

８

に対して、不安を感
じている。



第３章 東日本大震災後の不動産を巡る状況①

➣ 不動産に関する被害の状況や 被災地等における不動産市場の動向（地価の動向 土地取引の動向 住➣ 不動産に関する被害の状況や、被災地等における不動産市場の動向（地価の動向、土地取引の動向、住
宅市場の動向、オフィス市場の動向など）、震災を契機とした意識の変化について説明。

岩手県、宮城県、福島県の年間の地価変動率の推移
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岩手県、宮城県、福島県の新設住宅着工戸数の推移（前年同月比）
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全　国 ▲ 2.7 ▲ 2.3 ▲ 3.8 ▲ 3.1

資料：国土交通省「地価公示」
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0 
注１：

注２： 23公示 ：平成23年地価公示（平成22年1月1日 ～ 平成23年1月1日）

24公示 ：平成24年地価公示（平成23年1月1日 ～ 平成24年1月1日）

前年よりも下落率縮小 前年よりも下落率拡大

岩手県、宮城県、福島県の土地取引の動向（前年同月比）
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資料：国土交通省「建築着工統計調査」

震災直後に大幅な イナ とな たが 年央にかけ 回復した そ 後 宮城県

54.2 
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岩手県 宮城県 福島県（％）

岩手県では震災後マイナス幅が拡大したが、昨年８月以降はプラスの月もみられ

震災直後に大幅なマイナスとなったが、年央にかけて回復した。その後、宮城県
では昨年８月以降プラスが続いているが、岩手県、福島県では年末にかけて一時
的にマイナスとなった。

13.6 

‐0.1 

‐20

0

９

岩手県では震災後 イナス幅が拡大したが、昨年 月以降はプラスの月もみられ
るようになった。宮城県でも震災後マイナス幅が拡大したが、昨年６月以降はプラ
スとなっている。福島県では震災以降大幅なマイナスとなったが、マイナス幅は縮
小傾向にある。‐60

‐40
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資料：法務省「法務統計月報」



第３章 東日本大震災後の不動産を巡る状況②

岩手県、宮城県、福島県の建築着工床面積の推移

岩手県では震災後マイナスに落ち込んだものの、昨年８月以降概ねプラ
スで推移している。宮城県では震災直後から概ねプラスで推移している。
福島県では昨年９月まで低調に推移したが、その後回復傾向にある。

岩手県、宮城県、福島県の建築着工床面積の推移
（非居住用、前年同月比）
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資料：国土交通省「建築着工統計調査」

0 

2 

4 

6 

Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ （期）

震災後、被災地のオフィスビル
の空室率は改善。58.4
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6.4

自家発電設備や備蓄などの

災害への備えの有無

土砂崩れや津波による家屋の

破損や浸水、流出などの危険性

職場や学校からの近さ 震災後、約６割が「耐震性能」に、約３
割が「地盤の履歴」「災害への備えの有
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資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査（平成24年）」

割が「地盤の履歴」「災害への備えの有
無」について以前より気になるように
なったと回答。
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➣ 第１章 土地に関する基本理念の普及等

➣ 第２章 土地に関する情報の整備➣ 第２章 土地に関する情報の整備

国土調査の推進、国土に関する情報の整備、登記制度の整備等

➣ 第３章 地価動向の的確な把握等

価 動産取 価格情報 供 動産鑑定評価 充実等地価公示、不動産取引価格情報の提供、不動産鑑定評価の充実等

➣ 第４章 不動産市場の整備等

不動産取引・投資市場の整備、土地税制における対応等

➣ 第５章 土地利用計画の整備・充実等

➣ 第６章 住宅対策等の推進

➣ 第７章 土地の有効利用等の推進

地域活性化・都市再生の推進、低・未利用地の利用促進等

➣ 第８章 環境保全等の推進

農地・森林・河川流域の適正な保全・利用の確保等
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農地 森林 河川流域の適正な保全 利用の確保等

➣ 第９章 東日本大震災と土地に関する復旧・復興施策

土地利用関連施策、住宅関連施策、土地情報関連施策、税制上の措置


